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平成27-28年度　厚生労働科学研究費補助金エイズ対策研究事業（エイズ対策政策研究事業）・厚生労働行政推進調査事業費補助金（エイズ対策政策研究事業）

● 墨田区
 ・東京都立墨東病院

● 大田区
 ・東邦大学医療センター大森病院　 　
 ・公益財団法人東京都保健医療公社
　 荏原病院

● 品川区
 ・昭和大学病院

● 港区
 　東京慈恵会医科大学附属病院
 ・東京大学医科学研究所附属病院

中

● 千代田区
 ・日本大学病院

● 中央区
 ・聖路加国際病院

● 板橋区
 ・地方独立行政法人
 　東京都健康長寿医療センター
 ・帝京大学医学部附属病院
 ・公益財団法人東京都保健医療公社
 　豊島病院
 ・日本大学医学部附属板橋病院

● 豊島区
 ・都立大塚病院

青梅市立総合病院

公益財団法人東京都保健医療公社
多摩北部医療センター

公立昭和病院

独立行政法人国立病院機構東京病院

武蔵野赤十字病院

杏林大学病院

東京医科大学
八王子医療センター

国家公務員共済組合連合会
立川病院

東京都立
多摩総合医療センター

町田市民病院

公益財団法人東京都保健医療公社
多摩南部地域病院

日本医科大学多摩永山病院

● 文京区
　 がん・感染症センター都立駒込病院
 ・順天堂大学医学部附属順天堂医院
 ・東京大学医学部附属病院
 ・東京医科歯科大学医学部附属病院
 ・日本医科大学付属病院

中

● 葛飾区
 ・東京慈恵会医科大学葛飾医療センター
 ・公益財団法人東京都保険医療公社
　 東部地域病院

● 江戸川区
 ・日本私立学校振興・共済事業団
　 東京臨海病院

● 目黒区
 ・独立行政法人国立病院機構
 　東京医療センター

● 新宿区
 ・東京医科大学病院
 ・公益財団法人東京都保健医療公社
　 大久保病院
 　慶應義塾大学病院
 ・国立国際医療研究センター病院
 ・東京女子医科大学病院
 ・独立行政法人地域医療機能推進機構
　 東京山手メディカルセンター

● 渋谷区
 ・日本赤十字社医療センター
 ・都立広尾病院

● 杉並区
 ・医療法人財団荻窪病院

中

人数 0 1－5 6－10 11－25 26－50 51－75 76－100 100－ 251－ 501－ 1000－250 500 1000
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研究分担者　内藤 俊夫（順天堂大学 医学部 総合診療科、感染制御科学）
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青梅市立総合病院

公益財団法人東京都保健医療公社
多摩北部医療センター

公立昭和病院

独立行政法人国立病院機構東京病院

武蔵野赤十字病院

杏林大学医学部附属病院

東京医科大学
八王子医療センター

国家公務員共済組合連合会
立川病院

東京都立
多摩総合医療センター

町田市民病院

公益財団法人東京都保健医療公社
多摩南部地域病院

日本医科大学多摩永山病院

● 文京区
　 がん・感染症センター都立駒込病院
 ・順天堂大学医学部附属順天堂医院
 ・東京大学医学部附属病院
 ・東京医科歯科大学医学部附属病院
 ・日本医科大学付属病院

中

● 葛飾区
 ・東京慈恵会医科大学葛飾医療センター
 ・公益財団法人東京都保健医療公社
　 東部地域病院

● 江戸川区
 ・日本私立学校振興・共済事業団
　 東京臨海病院

● 目黒区
 ・独立行政法人国立病院機構
 　東京医療センター

● 新宿区
 ・東京医科大学病院
 ・公益財団法人東京都保健医療公社
　 大久保病院
 　慶應義塾大学病院
 ・国立国際医療研究センター病院
 ・東京女子医科大学病院
 ・独立行政法人地域医療機能推進機構
　 東京山手メディカルセンター

● 渋谷区
 ・日本赤十字社医療センター
 ・都立広尾病院

● 杉並区
 ・医療法人財団荻窪病院

中 ● 墨田区
 ・東京都立墨東病院

● 大田区
 ・東邦大学医療センター大森病院　 　
 ・公益財団法人東京都保健医療公社
　 荏原病院

● 品川区
 ・昭和大学病院

● 港区
 　東京慈恵会医科大学附属病院
 ・東京大学医科学研究所附属病院
 ・独立行政法人地域機能推進機構
　 東京高輪病院

中

● 千代田区
 ・日本大学病院

● 中央区
 ・聖路加国際病院

● 板橋区
 ・地方独立行政法人
 　東京都健康長寿医療センター
 ・帝京大学医学部附属病院
 ・公益財団法人東京都保健医療公社
 　豊島病院
 ・日本大学医学部附属板橋病院

● 豊島区
 ・都立大塚病院

人数 0 1－5 6－10 11－25 26－50 51－75 76－100 100－ 251－ 501－ 1000－250 500 1000

2016年度



拠点病院の診療状況

（ブロックのHIV/AIDSの診療体制）

患者数が多いが交通・立地面からも通院を希望さ

れるケースも多く、特に土曜診療へのニーズが高

い。土曜診療を行っていることを理由に当院への通

院を希望される例は少なくない。通院患者200名の

うちほとんどがいわゆる働き盛りの年代かつ、職業

的責任・社会的地位も高い population が占めてい

る。受診の際のプライバシーへの配慮、多忙を理由

に受診スケジュールの変更や長期処方を求められる

ことが多い。また、社会的位置づけから、出張・転

勤(国内外)の相談をされる機会が極めて多く、特に

地方への長期転勤では紹介先に苦慮する例や、紹介

先で同様の対応を受けられないといった問題があ

る。加えて、日本在住ではあるものの、一年の過半

数を海外（複数地域）に滞在するようなケースもあ

る。患者層のほとんどはMSMであるが、保健所や

東新宿検査相談室、イベント等で能動的にHIV検査

を行うことで診断される例はむしろ少なく、他疾患

で受診や手術の際に偶発的にHIV感染が発見される

ケースが多い。これは、多くの患者層のpopulation

が影響しており、職業的責任・社会的地位が高い傾

向にあることから、むしろ能動的なHIV検査を希望

しにくい結果になっているのかもしれない。

HIV/AIDS診療の現況

当院についてはHIV/AIDS症例が診療拒否にあう

こともなく、通常と同様の診療が享受されている。

問題点として長期処方が困難であり、極めて安定し

ている症例であっても頻回の受診を余儀なくされる

点がある。また、厚生医療を含め書類作成が頻回に

あることが多数のHIV患者を診療する上での妨げと

なっており、そもそも一生涯抗ウイルス薬を内服し

なければならないHIV診療の実際と、毎年の書類作

成は一部で矛盾しており、書類の簡素化や毎年更新

の業務についての見直しが必要である。

血友病薬害被害者の現況

血友病患者は現段階で通院されていない。

血友病HIV患者の転医希望が1例あり、前医での

トラブルに起因するものであり、HIVは当院、血友

病は他の大学での診療を希望されての紹介受診だっ

た。ところが、血友病を診療する施設は同様にエイ

ズ診療拠点病院であった。この点を血友病を診療す

る施設にお伝えしたところ、院内でエイズ診療拠点

病院であるという周知がされていないことが判明し

た。（他施設の血液内科担当医自身が自らの施設が

拠点病院ということを知らなかったそうです。）

ブロック内拠点病院、地域の医療・福祉施設およ

び行政との連携の現状と課題

行政と密接な連携を行い、適切な医療・差別のな

い社会生活/就労を目指しているものの、多職種で

の連携には至っておらず、院内のシステムの問題と

してエキスパートナースや専門薬剤師を育成できる

状況にない。これらのシステムは診療の一部でもあ

り、充実が期待される。院内の診療においては、総

合診療科とそれぞれの専門診療科が協力しHIV患者

の外来・入院診療・外科手術等が行われている。少

なくとも医師の中では通常と同様の診療が行われて

いる。

ブロック内に目を向けると、施設ごとの診療体制

（患者数）に大きな解離があるのがわかる。地域的

な患者数の限界や施設のもつ特殊性もあるにせよ、

いわゆる一桁代の患者数（数年間1名で患者数増加

のない）の施設もあり、HIV診療が有名無実化して

いる施設も含まれているかもしれない。むしろこれ

らの施設ではアップデートされた治療や適切なマネ

ージメントが行われていない可能性がある。以下5.
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の問題ともリンクするが、診療を行う施設は患者数

増加を目指しての何らかの企業努力を行う必要があ

ると考える。その一つとして同一地域・近隣地域で

患者数の多い施設より、安定している患者について

は紹介受診を受け入れる等、高血圧やDMなどと同

様のHIV診療における地域連携をさらに進めること

もひとつのアイデアである。

診療の中核となる医療機関における診療　体制継続

のための人材育成と維持について

HIV診療において人材や情報リソースの豊富さは

施設によって大きく異なり、担当医間の情報共有や

知識のアップデートが充分に行われていなければ、

推奨されない治療レジメンが漫然と継続されている

可能性もある。このように HIV 診療を行う施設で

は、定期的なアップデートの機会（学会参加や、診

療患者数の少ない施設を対象とした出前型の研修な

ど）が必要である。

また、医師以外の職種については実際の多職種が

関与した診療を評価し、末端の医師や看護師、薬剤

師、ソーシャルワーカー等のモチベーションだけで

なく、施設としての必要性を病院運営側に理解さ

せ、実行させられる客観的評価と指導は必要かもし

れない。

その他

拠点病院においてはその施設の全職員に、自施設

が拠点病院（意義も含め）であることを周知徹底す

ることが必要である。
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